
（平成２３年１０月２６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認和歌山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



和歌山国民年金 事案 814  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61年 10月から 62年 10月までの期間及び平成元年９月の国民

年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61年 10月から 62年 10月まで 

② 平成元年９月 

年金事務所からの回答によると、申立期間①及び②の国民年金保険料が未

納とされている。 

しかし、申立期間①について、詳細は分からないが、私の国民年金の最初

の加入手続は、母親が行ってくれた。また、私は、昭和 61年 10月に就職し

たが、就職先では厚生年金保険に加入していなかったことから、Ａ金融機関

で申立期間①の国民年金保険料を市町村役場の納付書で毎月納付した。 

申立期間②について、私は、平成元年９月に会社を退職した後、すぐにＢ

市町村役場で国民年金の加入手続を行い、申立期間②の国民年金保険料は上

記金融機関で市町村役場の納付書で納付した。 

以上のことから、申立期間①及び②について、調査の上、記録の訂正を希

望する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私は、Ａ金融機関で申立期間①及び②の国民年金保険料を市町

村役場の納付書で毎月納付した。」と供述しているものの、戸籍の附票による

と、申立人は、昭和 62年３月 15日にＣ市町村からＢ市町村に住所を移してい

ることが確認できる上、Ｂ市町村の国民年金被保険者名簿によると、申立人の

国民年金に係る当該住所変更が同年９月 17 日に処理されていることが確認で

きるほか、申立人に対して、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらないことから、当該変更処理がなされた時点

では、申立期間①のうち 61年 10月から 62 年３月までの期間の国民年金保険

料は現年度納付することができず、申立人は、当該期間の保険料を市町村役場

発行の納付書で納付することができなかったものと考えられる。 



また、申立人は、申立期間①及び②に係る国民年金保険料の納付金額につい

ての記憶は無く、申立人から申立期間①及び②に係る保険料の納付状況の詳細

について、具体的な供述は得られない。 

さらに、申立人は、「申立期間①当初の国民年金保険料は母親が納付してく

れたかもしれない。」とも供述しているものの、申立人は、「母親には照会しな

いでほしい。」旨希望していることから、申立人の母親から、申立期間①に係

る国民年金保険料の納付状況について供述を得ることができない。 

加えて、オンライン記録、Ｃ市町村の国民年金保険料検認一覧表及びＢ市町

村の国民年金被保険者名簿において、申立期間①及び②を含む申立人の国民年

金被保険者期間について国民年金保険料を納付した記録は見当たらない上、申

立人は、「詳細は分からないが、私の国民年金の最初の加入手続は、母親が行

ってくれた。」と供述しているものの、国民年金手帳記号番号払出簿によると、

申立人の国民年金手帳記号番号はＣ市町村において昭和61年１月18日に払い

出されており、同日に同手帳記号番号が払い出された全ての被保険者（申立人

を含む 66 人）に係る記号番号欄に「職権」の記載が有ることが確認でき、行

政側による職権適用が行われていたことがうかがえることから、申立人の供述

とは符合しない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①及び②の

保険料の納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



和歌山厚生年金 事案 843  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月７日から 41年６月 21日まで 

平成 17 年６月頃、社会保険事務所（当時）で私の年金加入記録を調べて

もらったところ、申立期間について、昭和 41年８月 22日に脱退手当金が支

払われたこととされていた。 

しかし、私は、脱退手当金を請求し、受給した記憶は無いので、申立期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求しておらず、受給していないと

している。 

しかしながら、年金事務所には、申立人に係る「脱退手当金裁定請求書」等

の脱退手当金支給関係書類が保管されており、「脱退手当金裁定請求書」の氏

名欄には、申立人の旧姓が記載され、押印されているところ、ⅰ）当該請求書

の住所欄には、申立人の実家の住所地が記載されていること、ⅱ）当該請求書

には、昭和 41 年７月 21 日付け受付印及び「支払済 41.８.22」の押印が確認

できることから、当該請求書は、申立事業所であるＡ社（当時）Ｂ事業所を管

轄していたＣ社会保険事務所（当時）で受付され、裁定を行った同社会保険事

務所は、同年８月 22 日に申立期間に係る脱退手当金の支払処理を行ったもの

と推認できる。 

また、上記の脱退手当金裁定請求書の事業所名記載欄には、「Ａ社Ｂ事業所」

のゴム印が押されている上、Ａ社Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、申立人の氏名が記載されているページとその前後２ページに

記載されている女性従業員のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日

の前後約２年以内に脱退手当金の受給要件を満たし被保険者資格を喪失した



34人の脱退手当金の支給記録を調査したところ、申立人を含む 26人について

脱退手当金の支給記録が確認でき、その全員が喪失後約４か月以内に支給決定

されていることを踏まえると、当時、同社同事業所では、事業所が代理で脱退

手当金の請求手続を行っていた可能性が高いものと考えられる。 

さらに、申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、Ａ社

Ｂ事業所における申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後

の昭和 41年８月 22日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


